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議案第 24 号 

 

 

令和 5 年度兵庫県太子町水道事業会計予算 

 

（総則） 

第 1 条 令和 5 年度兵庫県太子町水道事業会計の予算は、次に定めるところによ

る。 

 （業務の予定量） 

第 2 条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

⑴ 給水戸数 14,565 戸 

⑵ 年間総給水量 3,396,225 ㎥ 

⑶ 一日平均給水量 9,043 ㎥ 

⑷ 主要な建設改良事業 163,896 千円 

（収益的収入及び支出） 

第 3 条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

  収 入 

第 1 款 事業収益 531,685 千円 

 第 1 項  営業収益 433,541 千円 

 第 2 項  営業外収益 98,143 千円 

 第 3 項 特別利益 1 千円 

支 出 

第 1 款 事業費用 551,584 千円 

 第 1 項  営業費用 523,255 千円 

 第 2 項  営業外費用 12,179 千円 

 第 3 項 特別損失 13,150 千円 

 第 4 項 予備費 3,000 千円 

（資本的収入及び支出） 

第 4 条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が

資本的支出額に対し不足する額 166,059 千円は、過年度分損益勘定留保資金

166,059 千円で補てんするものとする。）。 

  収 入 

第 1 款 資本的収入 352,282 千円 

 第 1 項  工事負担金 11,282 千円 

 第 2 項 企業債 41,000 千円 

 第 3 項 投資有価証券償還受入金 300,000 千円 

支 出 

第 1 款 資本的支出 518,341 千円 

 第 1 項  建設改良費 163,896 千円 
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 第 2 項  企業債償還金 48,445 千円 

 第 3 項 投資有価証券購入費 300,000 千円 

 第 4 項 予備費 6,000 千円 

（企業債） 

第 5 条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおり

と定める。 

起債の目的 限度額 起債の方法 利 率 償還の方法 

導 水 施 設

整 備 事 業 

 

13,000 

千円 

証書借入 

又は 

証券発行 

年 3.0％以内 

（ただし、利

率見直し方式

で借り入れる

資金につい

て、利率の見

直しを行った

後において

は、当該見直

し後の利率） 

借入れの日から

据置期間を含め

40 年以内とし、そ

の他は借入先の

融資条件による。

ただし、財政の都

合により据置期

間及び償還期限

を短縮し、もしく

は繰上償還又は

低利債に借換え

することができ

る。 

配 水 施 設 

整 備 事 業 

28,000 

千円 

 （一時借入金） 

第 6 条 一時借入金の限度額は、100,000 千円と定める。 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第 7 条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額

に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議

決を経なければならない。 

⑴ 職員給与費 70,458 千円 

 （他会計からの補助金） 

第 8 条 水道事業運営のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、3,061

千円である。 

 （たな卸資産購入限度額） 

第 9 条 たな卸資産の購入限度額は、3,000 千円と定める。 

 

令和 5 年 2 月 22 日提出  

 

兵庫県太子町長 沖 汐 守 彦   
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（単位：千円）

予　　定　　額 備　考

1 事 業 収 益 531,685

1 営 業 収 益 433,541

1 給 水 収 益 396,672

2 受託工事収益 100

3 その他営業収益 36,769

2 営 業 外 収 益 98,143

1 受取利息及び配当金 1,244

2 補 助 金 3,061

3 長期前受金戻入 93,825

4 雑 収 益 13

3 特 別 利 益 1

1 過年度損益修正益 1

（単位：千円）

予　　定　　額 備　考

1 事 業 費 用 551,584

1 営 業 費 用 523,255

1 原 浄 水 費 159,355

2 配 水 費 17,952

3 給 水 費 46,532

4 総 係 費 70,517

5 減 価 償 却 費 218,591

6 資 産 減 耗 費 5,020

7 その他営業費用 5,288

2 営 業 外 費 用 12,179

1
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費 11,129

2 消 費 税 1,000

3 雑 支 出 50

3 特 別 損 失 13,150

1 過年度損益修正損 500

2 その他特別損失 12,650

4 予 備 費 3,000

1 予 備 費 3,000

項 目款

款

令和5年度兵庫県太子町水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　　　　　　入

支　　　　　　　　　　出

項 目
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予　　定　　額 備　考

1 資 本 的 収 入 352,282

1 工 事 負 担 金 11,282

1 工 事 負 担 金 11,282

2 企 業 債 41,000

1 企 業 債 41,000

3 投資有価証券 300,000

償 還 受 入 金 1 投資有価証券 300,000

償 還 受 入 金

予　　定　　額 備　考

1 資 本 的 支 出 518,341

1 建 設 改 良 費 163,896

1 水 源 整 備 費 41,439

2 配水施設改良費 99,700

3 固定資産購入費 22,757

2 企業債償還金 48,445

1 企業債償還金 48,445

3 投資有価証券 300,000

購 入 費 1 投資有価証券 300,000

購 入 費

4 予 備 費 6,000

1 予 備 費 6,000

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　　　　　　入
（単位：千円）

款 項 目

支　　　　　　　　　　出
（単位：千円）

款 項 目
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1

△ 33,886

218,591

0

257

4,880

81

16

△ 93,825

△ 1,244

11,129

5,019

1

2,375

△ 38,263

136

3,252

78,519

1,244

△ 11,129

68,634

2

△ 433,214

投資有価証券の取得による支出 △ 300,000

投資有価証券の償還による収入 300,000

国庫補助金等による収入 12,752

0

△ 420,462

3

228,800

△ 48,445

180,355

△ 171,473

834,517

663,044

法定福利費引当金の増減額（△は減少）

当年度純利益(△は純損失）

貸倒引当金の増減額（△は減少）

令和5年度兵庫県太子町水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
（令和5年4月1日から令和6年3月31日まで）

（単位：千円）

業務活動によるキャッシュ・フロー

減損損失

退職給付引当金の増減額（△は減少）

賞与引当金の増減額（△は減少）

減価償却費

利息及び配当金の受取額

長期前受金戻入額

受取利息及び受取配当金

支払利息

固定資産除却損

未収金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少）

その他流動負債の増減額（△は減少）

小計

たな卸資産の増減額（△は増加）

たな卸資産減耗損

利息の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

工事負担金による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

資金期末残高

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加（減少）額

資金期首残高
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1．総　括

給　料 手　当 計

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

8 33,593 26,442 60,035 10,423 70,458

8 32,644 26,838 59,482 10,012 69,494

949 △ 396 553 411 964

扶　養
手　当

通　勤
手　当

住　居
手　当

期末勤
勉手当

時 間 外
勤務手当

管理職
手  当

退  職
給付費

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

1,296 478 612 13,326 1,500 1,860 7,370 26,442

936 623 930 12,142 1,700 1,464 4,767 22,562

360 △ 145 △ 318 1,184 △ 200 396 2,603 3,880

　ア．会計年度任用職員以外の職員

給　料 手　当 計

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

8 31,673 26,058 57,731 10,028 67,759

8 30,753 26,459 57,212 9,617 66,829

920 △ 401 519 411 930

扶　養
手　当

通　勤
手　当

住　居
手　当

期末勤
勉手当

時 間 外
勤務手当

管理職
手  当

退  職
給付費

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

1,296 478 612 12,942 1,500 1,860 7,370 26,058

936 623 930 11,763 1,700 1,464 4,767 22,183

360 △ 145 △ 318 1,179 △ 200 396 2,603 3,875

　イ．会計年度任用職員

報　酬 手　当 計

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

（1） 1,920 384 2,304 395 2,699

（1） 1,891 379 2,270 395 2,665

29 5 34 34

通　勤
手　当

期末手当
時 間 外
勤務手当

（千円） （千円） （千円）

384 384

379 379

5 5

手
当
の
内
訳

区　分 計

本　年　度

比　　　較

手
当
の
内
訳

区　分 計

本　年　度

比　　　較

前 年 度

比 較
※職員数欄の（　）内は、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が
常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員を外書き。

給　　与　　費　　明　　細　　書

区　　　分
職員数

（人）

法　定
福利費

合　計

本 年 度

前 年 度

比 較

給　　　　与　　　　費

手
当
の
内
訳

区　分 計

本　年　度

比　　　較

前 年 度

比 較

給　　　　与　　　　費

前　年　度

本 年 度

区　　　分
職員数

（人）

法　定
福利費

合　計

前　年　度

本 年 度

区　　　分
職員数

（人）

給　　　　与　　　　費 法　定
福利費

合　計

前　年　度
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2．給料及び手当の増減額の明細

増減額
（千円）

備考

949 52 給与改定率

増減分 無

無

1.00％

昇給に伴う増加分 392 平均昇給率 1.01％

　昇給期別職員数

(昇給期) (職員数)

1月 8人

その他の増減分 505 職員数の異動状況

　本年度 8人

　前年度 8人

　増  減 0人

採用・退職の状況

　採  用 0人

　退  職 0人

会計間異動及び派遣による異動

　転  入 1人

　転  出 1人

△ 396 制度改正に伴う 27 給与改定等による増減分

増減分

その他の増減分 △ 423 昇給による増加分 143

職員異動等による増減分 △ 571

5会計年度任用職員期末手当による増

手 当

区 分
増減事由別内訳
（千円）

説　　　　　　　　明

給 料 給与改定に伴う

　令和２年度

　令和３年度

　令和４年度
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3．給料及び手当の状況

(1) 職員１人当たりの給与

(2) 初  任  給

(3) 級別職員数

(級別の標準的な職務内容)

（単位：円、歳）

区 分 事務・技術職 技 能 労 務 職

令和5年1月1日現在

平均給料月額 329,100 347,000

平均給与月額 386,383 347,000

平 均 年 齢 46.6 59.7

令和4年1月1日現在

平均給料月額 315,571 347,000

平均給与月額 374,733

技 能 労 務職

高 校 卒 158,900 161,500 158,900 161,500

347,000

平 均 年 齢 42.5 58.7

（単位：円）

区 分 事務・技術職 技能労務職
一 般 会 計 の 制 度

一般行政職

大 学 卒 185,200 185,200

区 分
事 務 ・ 技 術 職 技 能 労 務 職

級 職員数(人) 構成比(％) 級 職員数(人) 構成比(％)

令和5年1月1日現在

6 級 1 14.3 2 級 1

4 級

計 7 100.0 計 1

100.0

5 級 3 42.9 1 級

2 級

3 級 2 28.6

計 7 100.0 計 1

100.0

1 級 1 14.3

100.0

5 級 2 28.6 1 級

6 級 1 14.3 2 級 1

4 級 1 14.3

3 級 1 14.3

2 級 1 14.3

100.0

1 級 1 14.3

1 級

事務・技術職
部    長

副 所 長
参　　事

係　　長
主任主査

主　　査 主　　事 主　　事所    長

参　　事

区 分 6 級 5 級 4 級 3 級 2 級

令和4年1月1日現在

技 術 員技 能 労 務 職 技 術 員
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(4) 昇　給

(6) 定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

(7) 地域手当

(8)その他の手当

7 1

昇給に係る職員数 (Ｂ) (人) 8 7 1

区　　　　分 合　計 事務・技術職 技能労務職

本

年

度

職 員 数 (Ａ) (人) 8

号給数別内訳

2号給 (人) 2 1 1

4号給 (人) 6 6

8号給 (人)

(人) 8 7

6号給 (人)

比率 ( Ｂ ) ／ ( Ａ ) (％) 100.0 100.0 100.0

1 1

4号給 (人) 6 6

1

昇給に係る職員数 (Ｂ) (人) 8 7 1

職 員 数 (Ａ)

区 分
支 給 期 別 支 給 率 支給率計

（月分）
職制上の段階、職務の
級等による加算措置6月（月分） 12月（月分）

比率 (Ｂ ) ／ ( Ａ ) (％) 100.0 100.0 100.0

(5) 期末手当・勤勉手当

前

年

度

号給数別内訳

2号給 (人) 2

6号給 (人)

8号給 (人)

本 年 度 2.200 2.200 4.40 有

前 年 度 2.150 2.250 4.40 有

その他の
備 考

（月分） （月分） （月分） （月分） 加算措置等

一般会計の制度 2.200 2.200 4.40 有

区 分
20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度

職特例措置

（2％～45％）

一般会計
の制度
（支給率等）

24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退

支給対象職員数（人） 0

国の指定基準に基づく支給率（％） 0

区 分 一般会計の制度との異同

職特例措置

（2％～45％）

支 給 対 象 地 域 全域

支 給 率 （％） 0

通 勤 手 当 同

差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同

住 居 手 当 同
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１

（１） 有形固定資産

イ 土　地 273,117

ロ 建　物 283,380

減価償却累計額 △ 121,513 161,867

ハ 構　築　物 9,231,821

減価償却累計額 △ 4,138,903 5,092,918

ニ 機械及び装置 1,661,384

減価償却累計額 △ 1,138,005 523,379

ホ 車両及び運搬具 23,839

減価償却累計額 △ 14,071 9,768

ヘ 工具､器具及び備品 58,539

減価償却累計額 △ 40,800 17,739

ト 建設仮勘定 37,003

6,115,791

（2） 無形固定資産

イ 電話加入権 73

73

（3） 投資その他の資産

イ 投資有価証券 0

0

6,115,864

２

（1） 現 金 預 金 663,044

（2） 未  収  金 41,552

貸倒引当金 △ 2,531 39,021

（3） 貯  蔵  品 7,029

709,094

6,824,958

　　無形固定資産合計

　　投資その他の資産合計

　　固定資産合計

流動資産

　　流動資産合計

　　資　産　合　計

　　有形固定資産合計

令和5年度兵庫県太子町水道事業予定貸借対照表
（令和6年3月31日現在）

（単位：千円）

資　　産　　の　　部

固定資産
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3 （単位：千円）

（１） 企　業　債 923,395

（2） 引　当　金 79,005

1,002,400

4

（１） 企　業　債 49,148

（2） 未　払　金 93,793

（3） 預　り　金 77,123

（4） 引　当　金 4,907

224,971

5

（１） 4,375,914

収益化累計額 △ 2,401,783

1,974,131

3,201,502

6 （単位：千円）

（１） 自己資本金 2,615,179

2,615,179

7
（１）

イ 177,521

ロ 30,000

ハ 556,190

763,711

（2）

イ 16,367

ロ 建設改良積立金 262,085

ハ △ 33,886

244,566

1,008,277

3,623,456

6,824,958

　　利益剰余金合計

　　剰余金合計

　　資 本 合 計

　　負債資本合計

他会計補助金

工事負担金

　　資本剰余金合計

利益剰余金

減債積立金

当年度未処理欠損金

負　　債　　の　　部

固定負債

　　固定負債合計

流動負債

受贈財産評価額

　　流動負債合計

繰延収益

長期前受金

　　繰延収益合計

　　負 債 合 計

資　　本　　の　　部
資　本　金

　　資本金合計

剰　余　金
資本剰余金

- 11 -

地方公営企業会計基準を適用して財務諸表等を作成している。

（１）資産の評価基準及び評価方法

イ.有価証券

ロ.貯蔵品

（２）固定資産の減価償却の方法

有形固定資産

定額法による

・主な耐用年数

建物　10年～50年

構築物　10年～60年

機械及び装置　２年～20年

車両及び運搬具　４年～６年

工具、器具及び備品　３年～15年

（３）引当金の計上方法

イ．退職給付引当金

ロ．賞与引当金

ハ．法定福利費引当金

ニ．貸倒引当金

令和5年度　　注　　記　　表

１．重要な会計方針に係る事項

原価法による

先入先出法による原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

　職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末に在職する職員（支給対象と
なる職員に限る）を引当金の対象とし、全職員（当年度末日退職者を除く）が
当年度末日をもって自己の都合により退職したと仮定した場合における退職手
当の要支給額に相当する金額を計上している。

　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見
込額等に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に係る法定福利費の支払に備えるため、
当年度末における支払見込額等に基づき、当年度の負担に属する額を計上して
いる。

　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込
額を計上している。
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（４）その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

イ．消費税等の会計処理

（１）賞与引当金の目的使用による取り崩し

（２）法定福利費引当金の目的使用による取り崩し

（３）貸倒引当金の目的使用による取り崩し

　当年度において、不納欠損による損失を計上する予定であるため、貸倒引当金
195,610円を使用する。

　当年度において、職員の期末手当及び勤勉手当の支給に係る法定福利費の支払に
充てるため、賞与引当金829,000円を使用する。

３．その他

　当年度において、職員の期末手当及び勤勉手当の支給に充てるため、賞与引当金
4,229,000円を使用する。

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

２．減損損失に関する事項

　当事業年度において、減損の兆候は認められない。

- 13 -

（単位：千円）

1 営 業 収 益

（１） 給水収益 360,315

（２） 受託工事収益 91

（３） その他営業収益 34,698 395,104

2 営 業 費 用

（１） 原浄水費 144,957

（２） 配水費 16,421

（３） 給水費 41,710

（４） 総係費 41,076

（５） 減価償却費 231,068

（６） 資産減耗費 5,978

（７） 退職給付費 0

（８） その他営業費用 4,896 486,106

営 業 損 失  91,002

3 営業外収益

（１） 受取利息及び配当金 250

（２） 補助金 3,102

（３） 長期前受金戻入 97,129

（４） 雑収益 15 100,496

4 営業外費用

（１） 支払利息及び企業債取扱諸費 11,629

（２） 雑支出 45 11,674 88,822

経 常 損 失  2,180

5 特 別 利 益

（１） 過年度損益修正益 0

（２） その他特別利益 0 0

6 特 別 損 失

（１） 過年度損益修正損 273 273 △273

 2,453

0

 2,453

令和4年度兵庫県太子町水道事業予定損益計算書
（令和4年4月1日～令和5年3月31日）

　　　当年度純損失

　　　前年度繰越利益剰余金

　　　当年度未処理欠損金
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１

（１） 有形固定資産

イ 土　地 273,117

ロ 建　物 283,380

減価償却累計額 △ 116,764 166,616

ハ 構　築　物 8,597,056

減価償却累計額 △ 3,971,293 4,625,763

ニ 機械及び装置 1,656,313

減価償却累計額 △ 1,100,643 555,670

ホ 車両及び運搬具 17,028

減価償却累計額 △ 14,892 2,136

ヘ 工具､器具及び備品 55,914

減価償却累計額 △ 40,362 15,552

ト 建設仮勘定 267,334

5,906,188

（2） 無形固定資産

イ 電話加入権 73

73

（3） 投資その他の資産

イ 投資有価証券 0

0

5,906,261

２

（1） 現 金 預 金 834,517

（2） 未  収  金 43,927

貸倒引当金 △ 2,274 41,653

（3） 貯  蔵  品 7,165

883,335

6,789,596

　　有形固定資産合計

令和4年度兵庫県太子町水道事業予定貸借対照表
（令和5年3月31日現在）

（単位：千円）

資　　産　　の　　部

固定資産

　　無形固定資産合計

　　投資その他の資産合計

　　固定資産合計

流動資産

　　流動資産合計

　　資　産　合　計
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3 （単位：千円）

（１） 企　業　債 743,743

（2） 引　当　金 74,125

817,868

4

（１） 企　業　債 48,445

（2） 未　払　金 132,056

（3） 預　り　金 73,871

（4） 引　当　金 4,810

259,182

5

（１） 4,363,162

収益化累計額 △ 2,307,958

2,055,204

3,132,254

6 （単位：千円）

（１） 自己資本金 2,617,632

2,617,632

7
（１）

イ 177,521

ロ 30,000

ハ 556,190

763,711

（2）

イ 16,367

ロ 建設改良積立金 262,085

ハ △ 2,453

275,999

1,039,710

3,657,342

6,789,596

　　利益剰余金合計

　　剰余金合計

　　資 本 合 計

　　負債資本合計

他会計補助金

工事負担金

　　資本剰余金合計

利益剰余金

減債積立金

当年度未処理欠損金

負　　債　　の　　部

固定負債

　　固定負債合計

流動負債

受贈財産評価額

　　流動負債合計

繰延収益

長期前受金

　　繰延収益合計

　　負 債 合 計

資　　本　　の　　部

資　本　金

　　資本金合計

剰　余　金
資本剰余金
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地方公営企業会計基準を適用して財務諸表等を作成している。

（１）資産の評価基準及び評価方法

イ.有価証券

ロ.貯蔵品

（２）固定資産の減価償却の方法

有形固定資産

定額法による

・主な耐用年数

建物　10年～50年

構築物　10年～60年

機械及び装置　２年～20年

車両及び運搬具　４年～６年

工具、器具及び備品　３年～15年

（３）引当金の計上方法

イ．退職給付引当金

ロ．賞与引当金

ハ．法定福利費引当金

ニ．貸倒引当金

　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に係る法定福利費の支払に備えるため、
当年度末における支払見込額等に基づき、当年度の負担に属する額を計上して
いる。

　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見
込額等に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

令和4年度　　注　　記　　表

１．重要な会計方針に係る事項

原価法による

先入先出法による原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

　職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末に在職する職員（支給対象と
なる職員に限る）を引当金の対象とし、全職員（当年度末日退職者を除く）が
当年度末日をもって自己の都合により退職したと仮定した場合における退職手
当の要支給額に相当する金額を計上している。

　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込
額を計上している。
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（４）その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

イ．消費税等の会計処理

（１）賞与引当金の目的使用による取り崩し

（２）法定福利費引当金の目的使用による取り崩し

（３）貸倒引当金の目的使用による取り崩し

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

２．減損損失に関する事項

　当事業年度において、減損の兆候は認められない。

　当年度において、不納欠損による損失を計上する予定であるため、貸倒引当金
230,841円を使用する。

３．その他

　当年度において、職員の期末手当及び勤勉手当の支給に充てるため、賞与引当金
4,146,000円を使用する。

　当年度において、職員の期末手当及び勤勉手当の支給に係る法定福利費の支払に
充てるため、賞与引当金812,000円を使用する。
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(款) 1 事業収益

(項) 1 営業収益

（単位：千円）

金　　額 説　　　　　　　　　　明

1 給 水 収 益 396,672

1 水道使用料 396,461 有収水量 3,396,225㎥

2 量水器使用料 211 量水器貸付 20㎜ 200戸

2 受 託 工 事 100

収 益 1 修繕工事収益 100 受託修繕工事

3 そ の 他 36,769

営 業 収 益 1 材料売却収益 1,212 量水器売却 13㎜ 120個　20㎜ 12個

2 手 数 料 1,510 検査 300件  開閉栓 2,400件  

指定給水装置工事事業者登録手数料  4件

指定給水装置工事事業者更新手数料 13件

3 他会計負担金 28,498 消火栓維持管理等負担金  2,000

雨水1.4号幹線仮設配水管負担金　460

下水道使用料徴収事務費 26,038

4 加 入 金 5,522 13㎜ 96件　20㎜ 2件

5 雑 収 益 27 コピー代 外

(項) 2 営業外収益

（単位：千円）

金　　額 説　　　　　　　　　　明

1 受 取 利 息 1,244

及び配当金 1 預 金 利 息 444 定期預金利息

2 配 当 金 800 国債・地方債等配当金

2 補　 助　 金 3,061

1 他会計補助金 3,061 児童手当、基礎年金拠出金

3 長期前受金 93,825

戻 入 1 長期前受金戻入 93,825 長期前受金戻入

4 雑　 収　 益 13

1 有 価 証 券 1 国債・地方債等売却収益

売 却 収 益

2 その他雑収益 12 太田配水池管理道路占用料 外

(項) 3 特別利益

（単位：千円）

金　　額 説　　　　　　　　　　明

1 過 年 度 損 1

益 修 正 益 1 過 年 度 損 1 過年度損益修正益

益 修 正 益

1

目 節

令和5年度予算内訳明細

収益的収入及び支出

98,143

目 節

目 節

　　収　入

531,685

433,541
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(款) 1 事業費用

(項) 1 営業費用

（単位：千円）

金　　額 説　　　　　　　　　　明

1 原 浄 水 費 159,355

1 給 料 8,836 職員2名分

2 手 当 4,270 扶養 300 通勤 51 住居 336 管理職 396

期末勤勉 2,567　時間外 500　児童 120

3 賞与等引当金 1,318 次年度夏期賞与支給分　　

繰 入 額 賞与分 1,099　法定福利費分 219

4 法定福利費 2,590 共済 2,572　互助会 18　

5 旅 費 28 普通旅費

6 備 消 品 費 469 浄水場用消耗品、水質計器消耗品 外

7 燃 料 費 61 自家発電機用 Ａ重油

8 光 熱 水 費 3,896 下水道使用料

9 通信運搬費 645 電話・データ通信料 631　ＮＨＫ受信 14

10 委 託 料 9,966 電気設備保安点検管理委託料

水質検査委託料

老原浄水場警備委託料

老原浄水場原水槽清掃業務委託料

老原浄水場膜処理施設保守点検委託料

中央監視装置保守点検委託料

施設台帳システム調査入力委託料

11 賃 借 料 3,759 沖代土地 1,050　沖代井戸 1,540

関電・ＮＴＴ共架 45　有料道路通行料 5

水道施設クラウドサービス利用料　1,119

12 修 繕 費 3,000 老原浄水場　　1,000

　貯水タンク修繕

その他突発故障・事故対応　　2,000

13 材 料 費 150 浄水設備補修材料

14 動 力 費 47,520 水源地・ポンプ場電気代

15 薬 品 費 2,196 次亜塩素酸ソーダ、残留塩素測定試薬 外　

16 保 険 料 300 浄水場・水源地・中継ポンプ場災害保険料

17 受 水 費 70,351 兵庫県企業庁より受水

　計画受水量　  　512,400㎥

　　　　　　　(2,000㎥×0.7×366日)

　基本料金１　  　10,736,000円

　基本料金２　　  32,560,000円

　水量料金　　  　27,054,720円

　　支　出

551,584

523,255

目 節
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金　　額 説　　　　　　　　　　明

2 配 水 費 17,952

1 旅 費 70 普通旅費

2 備 消 品 費 530 積算図書　法規集 外

消耗品外

3 委 託 料 6,083 水道施設管理・管網システム保守料

水道施設管理システムデータ更新業務委託料外

4 賃 借 料 670 ＪＲ西日本送水管添架料 175

町与稲荷神社敷地占用料  35

雨水1.4号幹線仮設配水管賃借料 460

5 修 繕 費 5,412 分水栓・配水管等修理

6 路面復旧費 3,300 水道工事跡舗装復旧

7 材 料 費 574 配水設備補修材料

8 保 険 料 213 水道賠償責任保険料（施設・検針員）

9 調 査 費 1,100 漏水調査　管路 10.8km、消火栓 43基

3 給 水 費 46,532

1 給 料 10,212 職員3名分

2 手 当 5,692 扶養 600 通勤 206 期末勤勉 2,854

住居 276 時間外 700 児童 660　管理職　396

3 賞与等引当金 1,528 次年度夏期賞与支給分　　

繰 入 額 賞与分 1,278　法定福利費分 250

4 法定福利費 3,014 共済 2,993　互助会 21

5 旅 費 63 普通旅費

6 備 消 品 費 97 給水関係資材、作業車両消耗品　外

7 燃 料 費 955 ガソリン 933　混合油 5　灯油 17

8 通信運搬費 16 郵送料

9 委 託 料 19,761 検針委託料、メーター交換委託料、開閉栓委託料

10 手 数 料 239 車検代行手数料、印紙

11 賃 借 料 50 重機等賃借料

12 修 繕 費 3,959 給水装置修理 3,300　公用車修理 659

13 材 料 費 480 給水設備補修材料

14 負 担 金 57 指定給水装置工事事業者講習会負担金

15 保 険 料 303 公用車自賠責保険料 100　任意保険料 203

16 公 課 費 106 自動車重量税 4台分　自動車税　1台分

4 総 係 費 70,517

1 給 料 14,545 職員3名分、徴収員1名分

2 手 当 5,901 扶養 396 通勤 221 管理職 1,068　　

期末勤勉 3,676 時間外 300 児童 240

3 賞与等引当金 2,061 次年度夏期賞与支給分　　

繰 入 額 賞与分 1,722　法定福利費分 339

目 節
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金　　額 説　　　　　　　　　　明

4 法定福利費 3,990 共済 3,706　互助会 26

社会保険料 220　雇用保険 31　労災 7   

5 旅 費 191 普通旅費

6 退職手当組合 7,370 通常分 4,910

負 担 金 特別負担金分 2,460

7 退 職 給 付 4,881

引当金繰入額

8 備 消 品 費 291 住宅地図・書籍 42　事務消耗品 249

9 印刷製本費 1,714 検針票 448　納入通知書 424

封筒 650　葉書 80 ﾒｰﾀｰ交換票　外　112

10 通信運搬費 1,709 郵送料 1,601　電話代 108

11 委 託 料 23,804 水道料金・会計システム機器保守料　  

水道ビジョン改定業務委託

12 手 数 料 3,207 ゆうちょ銀行振替手数料 122

コンビニ収納手数料 1,176

金融機関収納手数料 673　

ペイジー口座振替受付 4

指定金融機関収納支払事務手数料　1,232

13 賃 借 料 15 有料道路通行料 10　駐車場使用料 5

14 負 担 金 385 日本水道協会負担金 185

（本部 119　関西支部 18　兵庫支部 48）

研修会参加負担金 200

15 貸倒引当金 453

繰 入 額

5 減価償却費 218,591 　

1 有形固定資産 218,591 建物　4,748　　構築物  171,808

減価償却費 機械及び装置 39,509　車両及び運搬車 434

工具、器具及び備品　2,092

6 資産減耗費 5,020

1 固 定 資 産 5,019

除 却 費

2 たな卸資産 1

減 耗 費

7 そ の 他 5,288

営 業 費 用 1 材 料 売 却 5,238 量水器購入 13㎜ 1,830個　20㎜ 200個

原 価  25㎜ 5個　30㎜ 6個　40㎜ 7個 　 

 50㎜  4個  

2 雑 支 出 50

目 節
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(項) 2 営業外費用

（単位：千円）

金　　額 説　　　　　　　　　　明

1 支 払 利 息 11,129

及び企業債 1 企業債利息 10,522 財務省財政融資資金　　10件  3,051

取 扱 諸 費 地方公共団体金融機構　22件  7,471

2 一時借入金 607 一時借入金利息

利 息

2 消 費 税 1,000

1 消 費 税 1,000 消費税及び地方消費税

3 雑 支 出 50

1 その他雑支出 50 不用品売却原価

(項) 3 特別損失

（単位：千円）

金　　額 説　　　　　　　　　　明

1 過 年 度 損 500

益 修 正 損 1 過 年 度 損 500 漏水認定による還付金

益 修 正 損

2 そ の 他 12,650

特 別 損 失 6 取 壊 費 用 12,650 沖代水源地電気室・ポンプ室撤去外

(項) 4 予備費

（単位：千円）

金　　額 説　　　　　　　　　　明

1 予 備 費 3,000

1 予 備 費 3,000 予備費

目 節

13,150

目 節

3,000

12,179

目 節
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(款) 1 資本的収入

(項) 1 工事負担金

（単位：千円）

金　　額 説　　　　　　　　　　明

1 工 事 負 担 金 11,282

1 工 事 負 担金 11,282 給水工事負担金 1件 100

鵤地内配水管移設工事負担金　11,182

(項) 2 企　業　債

（単位：千円）

金　　額 説　　　　　　　　　　明

1 企 業 債 41,000

1 企 業 債 41,000 水源整備事業債       13,000

配水施設整備事業債　 28,000

（単位：千円）

金　　額 説　　　　　　　　　　明

1 投資有価証券 300,000

償 還 受 入 金 1 投資有価証券 300,000 国債・地方債等償還受入金

償還受入金

300,000

資本的収入及び支出

目 節

　　収　入

352,282

11,282

目 節

41,000

目 節

(項) 3 投資有価証券
       償還受入金
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(款) 1 資本的支出

(項) 1 建設改良費

（単位：千円）

金　　額 説　　　　　　　　　　明

1 水 源 整 備 費 41,439

1 委 託 料 13,882 導水機能整備工事施工監理業務委託料

2 工 事 請負費 27,557 導水機能整備工事

2 配 水 施 設 99,700

改 良 費 1 委 託 料 31,000 太田水管橋更新工事詳細設計業務委託

工事発注支援業務委託

揖保線管路実施設計業務委託

2 工 事 請負費 68,700 糸井地内配水管埋設工事

栄橋添架配水管更新工事

佐用岡地内配水管更新工事

鵤地内配水管移設工事

3 固 定 資 産 22,757

購 入 費 1 機 械 及 び 9,455 老原浄水場：膜ろ過装置循環ポンプ更新

装置購入費 　浄水濁度計更新

　空調機更新

　監視カメラ設備更新

2 車 両 及び運 8,500 公用自動車購入

搬具購入費 　軽自動車 1台　ダンプ 1台

3 工具、器具及び 4,802 水道料金・会計システム改修

備品購入費

(項) 2 企業債償還金

（単位：千円）

金　　額 説　　　　　　　　　　明

1 企 業 債 48,445

償 還 金 1 企業債償還金 48,445 財務省財政融資資金　　10件 14,789

地方公共団体金融機構　21件 33,656

（単位：千円）

金　　額 説　　　　　　　　　　明

1 投 資 有 価 証 300,000

券 購 入 費 1 投 資 有価証 300,000 国債・地方債等購入費

券 購 入 費

(項) 4 予備費

（単位：千円）

金　　額 説　　　　　　　　　　明

1 予 備 費 6,000

1 予 備 費 6,000 予備費

163,896

518,341

　　支　出

目 節

(項) 3 投資有価証券
       　購入費

300,000

目 節

6,000

目 節

48,445

目 節
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当 該 年 度 中
起 債 見 込 額

当 該 年 度 中
元金償還見込額

千円 千円 千円 千円 千円

774,587 792,188 228,800 48,445 972,543

当該年度末
現在高見込額

建設改良事業債

企業債の前々年度末における現在高並びに
前年度末及び当該年度末における現在高の
見込みに関する調書

区 分
前々年度末
現 在 高

当 該 年 度 中 増 減見 込み
前 年 度 末
現在高見込額
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